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第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期
第2四半期
連結累計期間

第72期
第2四半期
連結累計期間

第71期

会計期間
自 2016年 4月 1日
至 2016年 9月30日

自 2017年 4月 1日
至 2017年 9月30日

自 2016年 4月 1日
至 2017年 3月31日

売上高 （百万円） 23,442 25,784 47,866

経常利益 （百万円） 4,602 5,690 9,202

親会社株主に帰属する四半期　　

（当期）純利益
（百万円） 3,623 3,998 6,398

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 550 4,622 6,151

純資産額 （百万円） 44,312 74,134 71,846

総資産額 （百万円） 63,815 95,619 92,386

1株当たり四半期　　　　　　　　

（当期）純利益金額
（円） 156.61 138.83 266.46

潜在株式調整後1株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 67.0 77.2 76.9

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 3,701 4,807 9,042

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 204 △2,038 △1,063

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △656 △1,907 20,342

現金及び現金同等物の四半期末　　

（期末）残高
（百万円） 20,534 47,567 46,661

 

回次
第71期
第2四半期
連結会計期間

第72期
第2四半期
連結会計期間

会計期間
自 2016年 7月 1日
至 2016年 9月30日

自 2017年 7月 1日
至 2017年 9月30日

1株当たり四半期純利益金額 （円） 75.44 74.74

（注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

2．売上高には消費税等は含まれていません。

3．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

 

2【事業の内容】

当第2四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は以下のとおりです。

［その他］

当第2四半期連結会計期間において、太陽ファルマ株式会社を新たに設立したため、同社を連結の範囲に含めていま

す。
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第2【事業の状況】

1【事業等のリスク】

当第2四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

2【経営上の重要な契約等】

当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

3【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社が判断したものです。

 

製商品品目については以下の略語を使用しています。

略　語 内　容

 　PWB  　プリント配線板

 　PKG  　半導体パッケージ

 

（1）業績の状況

　当第2四半期連結累計期間における米国経済は、企業の業況は堅調さを維持し、全体としては緩やかな景気の回復

が続いています。欧州経済においても、景気の堅調さは変わらず、緩やかな回復が続いています。一方、中国経済

は、生産や輸出、投資、消費の伸び率が鈍化し、景気拡大の勢いが弱まっています。日本経済は堅調な雇用・所得

情勢を受け、個人消費も緩やかな回復基調が続いています。

　当社グループの関連市場である電子部品業界については、スマートフォンやサーバー、車載関連部材の需要が堅

調に推移しました。

　このような状況の下、販売数量の増加や、為替が円安に推移した影響を受け、当第2四半期連結累計期間の売上高

は25,784百万円（前年同期比10.0％増）となりました。

　リジッド基板用部材については、販売数量は前年同期を上回り、為替が円安に推移した影響もあり、売上高は

17,540百万円（前年同期比6.2％増）となりました。

　PKG基板用及びフレキシブル基板用部材についても、販売数量は前年同期を上回り、為替が円安に推移した影響も

あり、売上高は5,706百万円（前年同期比17.4％増）となりました。

　以上の結果、営業利益は5,744百万円（前年同期比26.0％増）、経常利益は5,690百万円（前年同期比23.7％

増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は3,998百万円（前年同期比10.3％増）となりました。

 

（製商品品目区分による販売実績）

　当第2四半期連結累計期間における製商品品目別の販売実績は次のとおりです。
 

製商品品目の名称
前第2四半期
連結累計期間
（百万円）

当第2四半期
連結累計期間
（百万円）

前期比

増減額
（百万円）

増減率
（％）

PWB用部材

リジッド基板用部材 16,523 17,540 1,017 6.2

PKG基板用及び
フレキシブル基板用部材

4,861 5,706 845 17.4

ビルドアップ基板用部材 535 750 215 40.3

その他関連商材 1,523 1,785 262 17.3

合　計 23,442 25,784 2,341 10.0
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当社は、製造・販売体制を基礎とした所在地別のセグメントから構成されており、「日本」、「中国」、「台

湾」、「韓国」の4つを報告セグメントとしています。

 

セグメントの業績は次のとおりです（売上高にはセグメント間の内部取引が含まれています）。

①　日本

　リジッド基板用部材は、車載関連部材を中心に堅調に推移し、PKG基板用部材も高機能なスマートフォン関

連部材を中心に堅調に推移しました。

　この結果、売上高は9,568百万円（前年同期比11.3％増）、セグメント利益は1,622百万円（前年同期比

88.1％増）となりました。

 

②　中国

　リジッド基板用部材は、車載関連部材を中心に堅調に推移しました。

　この結果、売上高は11,078百万円（前年同期比6.1％増）、セグメント利益は2,463百万円（前年同期比

3.2％増）となりました。

 

③　台湾

　リジッド基板用部材は、車載関連部材を中心に堅調に推移しました。

　この結果、売上高は4,579百万円（前年同期比10.9％増）、セグメント利益は960百万円（前年同期比15.3％

増）となりました。

 

④　韓国

　リジッド基板用部材は、韓国車の中国市場でのシェア低下を背景に、車載関連部材が低調に推移しました

が、PKG基板用部材は、高機能なスマートフォン関連部材を中心に堅調に推移しました。

　この結果、売上高は5,035百万円（前年同期比23.6％増）、セグメント利益は846百万円（前年同期比39.7％

増）となりました。

 

⑤　その他

　リジッド基板用部材は、車載関連部材を中心に堅調に推移しました。

　この結果、売上高は2,098百万円（前年同期比5.4％増）、セグメント利益は213百万円（前年同期比27.7％

減）となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

当第2四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

 
前第2四半期
連結累計期間
（百万円）

当第2四半期
連結累計期間
（百万円）

大口要因（当第2四半期連結累計期間の内容）

営業活動による
キャッシュ・フロー

3,701 4,807
税金等調整前四半期純利益により5,671百万円の増

加、法人税等の支払により1,011百万円の減少

投資活動による
キャッシュ・フロー

204 △2,038
有形固定資産の取得により912百万円、投資有価証
券の取得により822百万円の減少

財務活動による
キャッシュ・フロー

△656 △1,907 配当金の支払により1,873百万円の減少

現金及び現金同等物
の増減額

2,106 905  

現金及び現金同等物
の四半期末残高

20,534 47,567  

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第2四半期連結累計期間において、当社グループが対処する課題について、重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

当第2四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は1,554百万円です。

なお、当第2四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第3【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

第1回Ａ種種類株式 100,000

第2回Ａ種種類株式 100,000

計 50,200,000

（注）当社定款第6条に次のとおり規定しています。

「当会社の発行可能株式総数は、50,200,000株とし、各種類の株式の発行可能種類株式総数は、次のとおりとす

る。普通株式：50,000,000株 第1回Ａ種種類株式：100,000株 第2回Ａ種種類株式：100,000株」

 

②【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間末
現在発行数（株）
(2017年 9月30日)

提出日現在発行数（株）
(2017年10月31日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 28,800,694 28,800,694
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

第1回

Ａ種種類株式
21,600 21,600 非上場

単元株式数100株

（注）

第2回

Ａ種種類株式
42,900 42,900 非上場

単元株式数100株

（注）

計 28,865,194 28,865,194 － －

（注）第1回Ａ種種類株式ないし第2回Ａ種種類株式の内容は次のとおりです。

（ⅰ）譲渡制限

第1回Ａ種種類株式ないし第2回Ａ種種類株式を譲渡により取得する場合は、当社の取締役会の承認が必要とな

ります。

（ⅱ）普通株式を対価とする取得条項

当社は、第1回Ａ種種類株式ないし第2回Ａ種種類株式の全部を、次に定める日をもって取得するものとし、当

該取得と引換えに、第1回Ａ種種類株式ないし第2回Ａ種種類株式を有する株主に対して、第1回Ａ種種類株式

ないし第2回Ａ種種類株式1株につき普通株式1株を交付します。

第1回Ａ種種類株式

第1回Ａ種種類株式の最初の発行日の3年後の応当日

第2回Ａ種種類株式

第2回Ａ種種類株式の最初の発行日の3年後の応当日

（ⅲ）普通株式を対価とする取得請求権

第1回Ａ種種類株式ないし第2回Ａ種種類株式の株主は、当社に対し、その保有する第1回Ａ種種類株式ないし

第2回Ａ種種類株式の全部又は一部を当社が取得するのと引換えに、当社の普通株式を交付することを請求す

ることができます。第1回Ａ種種類株式ないし第2回Ａ種種類株式と引換えに交付すべき普通株式は、第1回Ａ

種種類株式ないし第2回Ａ種種類株式1株につき普通株式1株とします。当該取得請求は、第1回Ａ種種類株式な

いし第2回Ａ種種類株式の発行後いつでも、当該株式の株主について相続が開始した場合に限り、当該相続の

対象となった当該株式についてのみ行うことができるものとします。

（ⅳ）会社法第322条第2項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第2項に規定する定款の定めはありません。

 

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額（百万
円）

資本準備金残
高（百万円）

2017年7月1日～

2017年9月30日
24,094 28,865,194 60 9,232 60 10,199

（注）2017年7月14日付特定譲渡制限付株式報酬としての新株式発行によるものです。

発行価額　　1株につき5,060円

資本組入額　1株につき2,530円

割当先　　　業務執行取締役5名

 

（6）【大株主の状況】

  2017年 9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

DIC株式会社 東京都板橋区坂下3－35－58 5,617 19.46

株式会社光和 東京都練馬区中村北3－4－8 5,136 17.79

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託

口）
東京都中央区晴海1－8－11 1,475 5.11

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井

住友信託銀行再信託分・株式会社三井住友銀行退職

給付信託口）

東京都中央区晴海1－8－11 1,116 3.86

MISAKI ENGAGEMENT MASTER FUND

（常任代理人 香港上海銀行）

OGIER FIDUCIARY SERVICES CAYMAN

ISLAND LIMITED, 89 NEXUS WAY,

CAMANA BAY, GRAND CAYMAN KYI

9007, CAYMAN ISLAND

（東京都中央区日本橋3－11－1）

960 3.32

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町2－11－3 919 3.18

四国化成工業株式会社 香川県丸亀市土器町東8－537－1 745 2.58

東新油脂株式会社 東京都足立区梅田5－14－11 538 1.86

川原　光雄 東京都練馬区 500 1.73

川原　敬人 東京都練馬区 487 1.68

計 － 17,496 60.61

（注）1．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、

1,450千株です。

2．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、765千

株です。
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（7）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2017年 9月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式 40,200 402 （注）1

完全議決権株式（その他）

 普通株式

 第1回Ａ種種類株式

 第2回Ａ種種類株式

28,729,700

21,600

42,900

287,297

216

429

（注）2

（注）3

（注）3

単元未満株式  普通株式 30,794 － （注）4

発行済株式総数 28,865,194 － －

総株主の議決権 － 288,344 －

（注）1．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口）が所有する40,200株です。

2．普通株式の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれています。また、「議決権の数」欄

には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1個が含まれています。

3．第1回Ａ種種類株式及び第2回Ａ種種類株式の内容については、「1 株式等の状況 （1） 株式の総数等 ② 発行

済株式」に記載しています。

4．当社所有の自己株式55株が含まれています。

 

②【自己株式等】

2017年 9月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

太陽ホールディングス

株式会社
練馬区羽沢2－7－1 － 40,200 40,200 0.13

計 － － 40,200 40,200 0.13

（注）1．上記の株式数には「単元未満株式」55株は、含まれていません。

2．他人名義で所有している理由等

「株式付与ESOP信託」の信託財産として、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（（株式付与ESOP信託口）

東京都港区浜松町2－11－3）が所有しています。

2【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は次のとおりです。

（1）退任役員

役名 氏名 退任年月日

取締役 岩城　慶太郎 2017年6月30日

 

（2）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性10名　女性1名（役員のうち女性の比率9.0％）

 

（執行役員の状況）

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における執行役員の異動はありません。
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第4【経理の状況】

1．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。

2．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当第2四半期連結会計期間（2017年7月1日から2017年9

月30日まで）及び当第2四半期連結累計期間（2017年4月1日から2017年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表につ

いて有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けています。
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1【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2017年 3月31日)

当第2四半期連結会計期間
(2017年 9月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 48,800 50,005

受取手形及び売掛金 ※1 13,346 ※1 14,919

商品及び製品 2,182 2,154

仕掛品 437 448

原材料及び貯蔵品 1,797 1,862

その他 1,017 702

貸倒引当金 △99 △132

流動資産合計 67,483 69,961

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,359 10,093

その他（純額） 8,030 7,975

有形固定資産合計 18,389 18,069

無形固定資産   

のれん 4,104 4,044

その他 433 443

無形固定資産合計 4,537 4,487

投資その他の資産   

その他 2,130 3,242

貸倒引当金 △154 △142

投資その他の資産合計 1,975 3,100

固定資産合計 24,903 25,657

資産合計 92,386 95,619

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,170 6,401

短期借入金 1,274 2,090

1年内返済予定の長期借入金 500 4,841

未払法人税等 884 1,177

賞与引当金 436 508

その他 2,341 2,019

流動負債合計 11,608 17,041

固定負債   

長期借入金 7,169 2,600

退職給付に係る負債 127 121

その他 1,634 1,722

固定負債合計 8,931 4,444

負債合計 20,540 21,485

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,171 9,232

資本剰余金 14,824 14,731

利益剰余金 46,308 48,433

自己株式 △178 △122

株主資本合計 70,125 72,273

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 195 445

為替換算調整勘定 741 1,067

退職給付に係る調整累計額 0 1

その他の包括利益累計額合計 938 1,514

非支配株主持分 782 346

純資産合計 71,846 74,134

負債純資産合計 92,386 95,619
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第2四半期連結累計期間
(自　2016年 4月 1日
　至　2016年 9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　2017年 4月 1日
　至　2017年 9月30日)

売上高 23,442 25,784

売上原価 13,160 13,551

売上総利益 10,282 12,233

販売費及び一般管理費 ※ 5,725 ※ 6,489

営業利益 4,557 5,744

営業外収益   

受取利息 29 34

受取配当金 35 6

その他 68 51

営業外収益合計 134 91

営業外費用   

支払利息 37 56

為替差損 28 77

投資事業組合運用損 6 6

その他 15 5

営業外費用合計 89 144

経常利益 4,602 5,690

特別損失   

関係会社株式売却損 － 19

特別損失合計 － 19

税金等調整前四半期純利益 4,602 5,671

法人税、住民税及び事業税 1,466 1,583

法人税等調整額 △569 44

法人税等合計 897 1,628

四半期純利益 3,705 4,043

非支配株主に帰属する四半期純利益 81 45

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,623 3,998
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【四半期連結包括利益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第2四半期連結累計期間
(自　2016年 4月 1日
　至　2016年 9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　2017年 4月 1日
　至　2017年 9月30日)

四半期純利益 3,705 4,043

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 0 249

為替換算調整勘定 △3,165 329

退職給付に係る調整額 9 0

その他の包括利益合計 △3,154 579

四半期包括利益 550 4,622

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 721 4,574

非支配株主に係る四半期包括利益 △171 48
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第2四半期連結累計期間
(自　2016年 4月 1日
　至　2016年 9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　2017年 4月 1日
　至　2017年 9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,602 5,671

減価償却費 1,044 936

のれん償却額 124 127

関係会社株式売却損益（△は益） － 19

投資事業組合運用損益（△は益） 6 6

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 21 9

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 0 △6

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 17

賞与引当金の増減額（△は減少） 63 70

受取利息及び受取配当金 △65 △40

支払利息 37 56

売上債権の増減額（△は増加） △1,211 △1,280

たな卸資産の増減額（△は増加） △116 △30

仕入債務の増減額（△は減少） 1,334 220

その他 △957 56

小計 4,881 5,833

利息及び配当金の受取額 80 39

利息の支払額 △37 △53

法人税等の支払額 △1,223 △1,011

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,701 4,807

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,222 △2,541

定期預金の払戻による収入 2,753 2,284

有形固定資産の取得による支出 △1,134 △912

無形固定資産の取得による支出 △58 △63

投資有価証券の取得による支出 △130 △822

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出
－ △10

その他 △3 27

投資活動によるキャッシュ・フロー 204 △2,038

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 971 815

長期借入れによる収入 200 －

長期借入金の返済による支出 △226 △248

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △1,270 △1,873

非支配株主への配当金の支払額 △383 △85

株式の発行による収入 153 －

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △513

その他 △100 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △656 △1,907

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,142 43

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,106 905

現金及び現金同等物の期首残高 18,385 46,661

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 42 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 20,534 ※ 47,567
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第2四半期連結会計期間より、太陽ファルマ株式会社を新たに設立したため、連結の範囲に含めています。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告

第30号　平成27年3月26日）を適用しています。

（1）取引の概要

当社は、当社従業員の帰属意識の醸成と経営参画意識を持たせ、長期的な業績向上や株価上昇に対す

る意欲や士気の高揚を図るとともに、中長期的な企業価値向上を図ることを目的として、2014年5月2日

開催の取締役会において、従業員インセンティブ・プラン「株式付与ESOP信託」の導入を決議しまし

た。当社が当社従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出する

ことにより信託を設定します。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき当社従業員に交付すると見

込まれる数の当社株式を、当社から一括して取得します。その後、当該信託は、株式交付規程に従い、

信託期間中の当社従業員の資格等級等に応じた当社株式を、在職時に無償で当社従業員に交付します。

当該信託により取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、当社従業員の負担はありませ

ん。当該信託については、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として、貸借対照表に計上し、信

託の損益を企業の損益として損益計算書に計上する方法（総額法）を適用しています。

（2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により純資産の

部に自己株式として計上しています。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当第2四半期連結会計期

間末122百万円、40,200株です。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※1 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしています。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれています。

 
前連結会計年度
（2017年 3月31日）

当第2四半期連結会計期間
（2017年 9月30日）

受取手形 4百万円 83百万円

 

2 輸出手形割引高

 
前連結会計年度
（2017年 3月31日）

当第2四半期連結会計期間
（2017年 9月30日）

輸出手形割引高 30百万円 28百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
　前第2四半期連結累計期間
（自 2016年 4月 1日
　　至 2016年 9月30日）

　当第2四半期連結累計期間
（自 2017年 4月 1日
　　至 2017年 9月30日）

給与 1,028百万円 1,025百万円

賞与引当金繰入額 184 205

退職給付費用 88 83

貸倒引当金繰入額 20 18

試験研究費 1,003 1,527

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

す。

 
前第2四半期連結累計期間
（自 2016年 4月 1日
至 2016年 9月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自 2017年 4月 1日
至 2017年 9月30日）

現金及び預金勘定 21,775百万円 50,005百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △1,240 △2,438

現金及び現金同等物 20,534 47,567
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第2四半期連結累計期間（自　2016年 4月 1日　至　2016年 9月30日）

1．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2016年6月21日
定時株主総会

普通株式 1,273 55 2016年3月31日 2016年6月22日 利益剰余金

第1回Ａ種

種類株式
1 55 2016年3月31日 2016年6月22日 利益剰余金

（注）2016年6月21日定時株主総会の決議による配当金の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与

ESOP信託口）が保有する当社株式に対する配当金4百万円が含まれています。

 

2．基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間末後

となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2016年10月31日

取締役会

普通株式 1,273 55 2016年9月30日 2016年12月1日 利益剰余金

第1回Ａ種

種類株式
1 55 2016年9月30日 2016年12月1日 利益剰余金

第2回Ａ種

種類株式
2 55 2016年9月30日 2016年12月1日 利益剰余金

（注）2016年10月31日取締役会の決議による配当金の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与

ESOP信託口）が保有する当社株式に対する配当金4百万円が含まれています。

 

Ⅱ　当第2四半期連結累計期間（自　2017年 4月 1日　至　2017年 9月30日）

1．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年6月21日
定時株主総会

普通株式 1,873 65.1 2017年3月31日 2017年6月22日 利益剰余金

第1回Ａ種

種類株式
1 65.1 2017年3月31日 2017年6月22日 利益剰余金

第2回Ａ種

種類株式
2 65.1 2017年3月31日 2017年6月22日 利益剰余金

（注）2017年6月21日定時株主総会の決議による配当金の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与

ESOP信託口）が保有する当社株式に対する配当金3百万円が含まれています。

 

2．基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間末後

となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年10月31日

取締役会

普通株式 1,874 65.1 2017年9月30日 2017年12月1日 利益剰余金

第1回Ａ種

種類株式
1 65.1 2017年9月30日 2017年12月1日 利益剰余金

第2回Ａ種

種類株式
2 65.1 2017年9月30日 2017年12月1日 利益剰余金

（注）2017年10月31日取締役会の決議による配当金の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与

ESOP信託口）が保有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれています。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第2四半期連結累計期間（自　2016年 4月 1日　至　2016年 9月30日）

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）2

合計
 日　本

中　国　
（注）1

台　湾　
（注）1

韓　国 計

売上高        

外部顧客への売上高 4,694 10,033 2,880 3,896 21,504 1,938 23,442

セグメント間の内部売上高
又は振替高

3,900 406 1,247 176 5,731 51 5,783

計 8,594 10,439 4,128 4,073 27,236 1,990 29,226

セグメント利益 862 2,387 833 605 4,688 295 4,983

（注）1．「中国」及び「台湾」セグメントには、永勝泰科技股份有限公司（その他　子会社3社）の売上高及

び営業利益を含んでいます。

2．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主として米国及びその

他アジアの現地法人です。

 

2．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 4,688

「その他」の区分の利益 295

セグメント間取引消去 △139

のれんの償却額 △124

事業セグメントに配分していない損益（注） △163

四半期連結損益計算書の営業利益 4,557

（注）主として持株会社（連結財務諸表提出会社）に係る損益です。

 

3．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第2四半期連結累計期間（自　2017年 4月 1日　至　2017年 9月30日）

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）2

合計
 日　本

中　国　
（注）1

台　湾　
（注）1

韓　国 計

売上高        

外部顧客への売上高 4,889 10,822 3,228 4,799 23,740 2,044 25,784

セグメント間の内部売上高
又は振替高

4,678 255 1,351 236 6,521 53 6,575

計 9,568 11,078 4,579 5,035 30,262 2,098 32,360

セグメント利益 1,622 2,463 960 846 5,893 213 6,106

（注）1．「中国」及び「台湾」セグメントには、永勝泰科技股份有限公司（その他　子会社3社）の売上高及

び営業利益を含んでいます。なお、2017年2月10日に永勝泰科技股份有限公司（その他　子会社3

社）のうち1社を売却しています。

2．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主として米国及びその

他アジアの現地法人です。

 

2．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 5,893

「その他」の区分の利益 213

セグメント間取引消去 116

のれんの償却額 △127

事業セグメントに配分していない損益（注） △351

四半期連結損益計算書の営業利益 5,744

（注）主として持株会社（連結財務諸表提出会社）に係る損益です。

 

3．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

前連結会計年度（2017年 3月31日）

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

 

当第2四半期連結会計期間（2017年 9月30日）

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。
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（デリバティブ取引関係）

　対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっています。

 

前連結会計年度（2017年 3月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

 
契約額のうち
1年超

（百万円）
 

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

 
市場取引以外の取引
 

為替予約取引
米ドル売建
円買建

 
480
71

 
－

－

 
9
△1

 
9

△1

（注）1．時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しています。

2．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。

 

当第2四半期連結会計期間（2017年 9月30日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

 
契約額のうち
1年超

（百万円）
 

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

 
市場取引以外の取引
 

為替予約取引
米ドル売建
円買建

 
789
67

 
－

－

 
△8
0

 
△8
0

（注）1．時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しています。

2．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。

 

（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

（子会社株式の追加取得）

1．取引の概要

（1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　　永勝泰科技股份有限公司

事業の内容　　　　　　精密機器用の特殊インキの製造・販売

（2）企業結合日

2017年8月31日（みなし取得日）

（3）企業結合の法的形式

非支配株主からの株式取得

（4）結合後企業の名称

変更ありません。

（5）その他取引の概要に関する事項

追加取得した株式の議決権比率は7.45％です。

経営資源を共有して有効的に活用するため、非支配株主が保有する株式を取得しました。

 

2．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。

 

3．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 513 百万円

取得原価  513  
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（1株当たり情報）

1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第2四半期連結累計期間
（自　2016年 4月 1日
至　2016年 9月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自　2017年 4月 1日
至　2017年 9月30日）

1株当たり四半期純利益金額 156.61円 138.83円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
3,623 3,998

普通株主及び普通株式と同等の株主に帰属

しない金額（百万円）
－ －

普通株式及び普通株式と同等の株式に係る親

会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円）
3,623 3,998

普通株式及び普通株式と同等の株式の期中平均株

式数（株）

（うち普通株式）

（うち第1回Ａ種種類株式）

（うち第2回Ａ種種類株式）

 

23,137,700

（23,091,586）

（21,600）

（24,514）

 

28,800,775

（28,736,275）

（21,600）

（42,900）

（注）1．潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

2．普通株式の期中平均株式数については、その計算において控除する自己株式に、株式付与ESOP信託口として保

有する当社株式を含めています。（前第2四半期連結累計期間67,767株、当第2四半期連結累計期間50,599株）

3．第1回Ａ種種類株式及び第2回Ａ種種類株式は剰余金の配当請求権及び残余財産分配請求権について普通株式と

同等の権利を有しているため、1株当たり情報の算定上、普通株式に含めて計算しています。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

2【その他】

　2017年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

（イ）中間配当による配当金の総額……………………1,879百万円

（ロ）1株当たりの金額 …………………………………65.10円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2017年12月1日

（注）2017年9月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

EDINET提出書類

太陽ホールディングス株式会社(E00913)

四半期報告書

19/22



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2017年10月31日

太陽ホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 北地　達明　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 早稲田　宏　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太陽ホールディン

グス株式会社の2017年4月1日から2018年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2017年7月1日から2017年

9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（2017年4月1日から2017年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
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監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太陽ホールディングス株式会社及び連結子会社の2017年9月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

 

 

（注）1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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